
地域医療介護総合確保基金（医療分）について 

【地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律第４条第４項】 
 都道府県は、都道府県計画を作成し、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、市町村長、医
療又は介護を受ける立場にある者、医療保険者、医療機関、介護サービス事業者、診療又は調剤に関する
学識経験者の団体その他の関係団体、学識経験を有する者その他の関係者の意見を反映させるために必要
な措置を講ずるよう努めるものとする。 

資料構成 

１     総論 

２     平成26～29年度熊本県計画（医療分）の概要について 

３     平成28年度熊本県計画（医療分）目標達成状況及び平成29年度目標値（案）について 

４     平成29年度基金事業に係る国への要望状況について 

５     平成30年度地域医療介護総合確保基金（医療分）に係る新規提案事業募集について 

 

                  

資料３ 

平成29年６月30日  熊本県健康福祉部 



医療及び介護に関する各種方針・計画等の関係について
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地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針
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地域医療介護総合確保基金 

交付 
提出 

交付 
提出 

申請 

地域医療介護総合確保基金の対象事業 

１  地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に
関する事業 

 

２  居宅等における医療の提供に関する事業 
 

３  介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等） 
 

４  医療従事者の確保に関する事業 
 

５  介護従事者の確保に関する事業 

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画） 

○ 基金に関する基本的事項 
  ・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備） 
  ・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保  
  ・診療報酬・介護報酬等との役割分担 
 

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項 
   医療介護総合確保区域の設定※1  ／  目標と計画期間（原則１年間）  ／  
   事業の内容、費用の額等  ／  事業の評価方法※2 

     ※1  都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を 
         踏まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。 
      ※2  都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施   
         国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用 
 

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成 

○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・ 
 勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。 
 

○ このため、平成２６年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県に設置。  
各都道府県は、都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。 

平成29年度政府予算案：公費で1,628億円 
（医療分 904億円、介護分 724億円） 
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平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度（案） 

計画の基本的な考え方 

団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年（2025年）に向けて、全ての住民が、医療や介護が必要となっても、できる限り住

み慣れた地域で安心して自分らしく暮らしていける「地域包括ケアシステム」を実現するため、総合確保方針、第６次熊本
県保健医療計画、第６期熊本県高齢者福祉計画・介護保険事業支援計画等に即して、医療と介護の連携推進や介護施
設等の整備などに取り組み、地域において効率的かつ質の高い医療・介護提供体制を構築する。 

医療介護総合確保区域 

二次保健医療圏域（１１圏域）と同一 構想区域（１０区域）とする 

県全体の目標（医療分） 
※医療計画において設定し
た目標と整合を図る必要 

熊本県においては、県民一人ひとりが、生涯を通じて、住み慣れた地域で、健康で楽しく、安心安全に暮らせる保健医療を
推進することにより、「いつまでも健康で、安心して暮らせるくまもと」を目指し、対象事業ごとに以下のとおり目標を設定す
る。※下線部は第６次熊本県保健医療計画における基本目標と同じ 

【１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標】 

 高度急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切な医療を、限られた資源を有効に活用しながら、効果的かつ効
率的に提供できる。 

【２ 居宅等における医療の提供に関する目標】 
 医療や介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して自分らしく療養生活を送ることができる。 

【４ 医療従事者の確保に関する目標】 
（１）医師      ：医師の地域的な偏在を解消し医師不足地域で医師が確保されることで、安心安全で質の高い 
             医療サービスが提供できる。 
（２）看護職員   ：看護職員の県内定着が促進され人材不足が解消されるとともに、看護職員の資質が向上する 
             ことで、安心安全で質の高い看護サービスが提供できる。 
（３）勤務環境改善：医療従事者等の勤務環境が改善することで、医師・看護職員等の確保や医療安全の確保が 
             図られ、患者の安全と健康が守られる。 
（４）職種間の連携：各分野の職種が機能的に連携することで、高度急性期から在宅における療養まで、患者の 
             状態に応じた適切なサービスが提供できる。 

交付決定額／国への要望額 
（要望額に対する交付決定額の割合） 

１８．８億円／２２．７億円 
（８２．９％） 

１５．１億円／１６．７億円 
（９０．１％） 

１８．６億円／１８．６億円 
（１００％） 

２０．８億円（要望額） 

２ 平成26年度から平成29年度における医療介護総合確保促進法に基づく熊本県計画の概要 

※医療介護総合確保区域 
 地理的状況、人口、交通事情その他の社会的条件並びに医療機関の施設及び設備並びに介護施設等の整備の状況その他の条件から見て医療及び介護の 
 総合的な確保の促進を図るべき区域 
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３ 平成28年度熊本県計画（医療分）目標達成状況及び平成29年度目標値（案）について ① 

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
  高度急性期から在宅医療まで、患者の状態に応じた適切な医療を、限られた資源を有効に活用しながら、効果的かつ効率的に提供できる。 
  ⇒ 医療機能の更なる分化・連携を進める。 
  ⇒ 県内の医療・介護関係施設等での迅速な患者・利用者情報の共有と適切な連携を可能とする「くまもとメディカルネットワーク」の構築を進める。 

指標 
計画 

策定時 
H28実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H29目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

地域医療等情報ネットワークの構築を推進した二次医療圏域数 
0医療圏 

（H26年） 
11医療圏 

（H28年度末） 
11医療圏 

(H28年度末) 
累計 

ネットワーク構築済施設数 
2,482施設（H32年度末） 

年齢調整死亡率（脳血管疾患） 
31.0% 

（H24年） 
27.4％ 

（H26年） 
低下 

(H30年度末) 
単年 

継続 

H29年度も引続き低下を目指す 

年齢調整死亡率（急性心筋梗塞） 
7.6％ 

（H24年） 
6.4％ 

（H26年） 
低下または現状維持 

(H30年度末) 
単年 

継続 
H29年度も引続き低下を目指す 

歯科を標榜していない回復期病院やがん診療連携拠点病院に
対して訪問歯科診療を行った件数 

0件／年 

（H26年） 
3,568件／年 
（H28年度末） 

700件／年 
(H28年度末) 

単年 700件／年（Ｈ29年度末） 

〇 指標の動向（指標は第６次熊本県保健医療計画で設定した指標を基に設定（以下同様）） 

※ 下表の「指標の動向」・「達成状況」欄は目標値の種類に応じて次により整理 

目標値の種類 「指標の動向」 「達成状況」  
計画策定時からの累計値で見ていく指標 

最終年度（単年）の実績値で見ていく指標 

２ 居宅等における医療の提供に関する目標 
  医療や介護が必要となっても住み慣れた地域で安心して自分らしく療養生活を送ることができる。 
  ⇒ 医療・介護・福祉・行政などの様々な関係機関が協力しながら、各圏域の医療資源や地域の実情等に応じて、在宅医療提供体制の整備と関係機関相互の 
     連携体制の構築を進める。 
  ⇒ 在宅医療を支援する病院、診療所、訪問看護ステーション及び薬局等における先進的な活動事例を広く県民に紹介するなど、在宅医療に係る普及啓発を進める。 

指標 
計画 

策定時 
H28実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H29目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

在宅療養支援病院・診療所のある市町村数 
32市町村 

(H24年6月) 
33市町村 
（H28.4.1） 

45市町村 
（H29年度末） 

累計 継続 

訪問看護ステーションがある市町村数 
31市町村 

(H24年6月) 
45市町村 

(H28年度末) 
45市町村 

（H29年度末） 
累計 

居宅介護サービス利用者に占め

る訪問看護利用者の割合 

    10%（H29年度末） 

在宅療養支援歯科診療所のある市町村数 
18市町村 

(H24年6月） 
28市町村 

（H28.10.1） 
45市町村 

（H29年度末） 
累計 継続 

県内における薬局に占める薬剤訪問指導を実施している薬局

の割合 

７％ 
（H23） 

29.0％ 
(H28年度末) 

20％ 
（H29年度末） 

単年 目標値を30%(H29年度末)へ修正 

居宅介護サービス利用者に占める訪問看護利用者の割合 
6.6％ 

(H24年3月) 
9.5％ 

(H28.10月) 
10％ 

（H29年度末） 
単年 継続 4



指標 
計画 

策定時 
H28実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H29目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

県全体での人口10万人対医師数  
257.5人 

(H22年度) 
275.3人 

(H26.12.31) 
257.5人（現状維持） 

(H29年度) 
単年 H28三師調査の結果を踏まえ再設定 

初期臨床研修医の募集定員の充足率 
81.0％ 

(H24年度) 
95.6％ 

(H28年度末) 
95.0% 

（H28年度） 
単年 目標値を95.6%（H29年度）へ修正 

義務年限終了した自治医科大学卒業医師の県内定着率 
50.0％ 

(H24年度) 
51.8％ 

(H28年度末) 
52.5% 

(H29年度) 
単年 継続 

人口10万人対医師数（小児科） 
96.6人 

(H22年末) 
104.9人 

(H26.12.31) 
全国平均(103.2人)

以上(H29年度) 
単年 H28三師調査の結果を踏まえ再設定 

人口10万人対医師数（産婦人科・産科） 
39.6人 

(H22年末) 
68.0人 

(H26.12.31) 
全国平均(42.2人) 
以上(H29年度) 

単年 H28三師調査の結果を踏まえ再設定 

４ 医療従事者の確保に関する目標 
 （１）医師 
  医師の地域的な偏在を解消し、医師不足地域で医師が確保されることで、安心安全で質の高い医療サービスが提供できる。 
   ⇒ 熊本市内と地域の医療機関で連携した医師のキャリア形成を支援できる体制や医師不足地域の医療機関への医師派遣体制を構築する。 
   ⇒ 人材が不足する診療科の医師確保対策、女性医師の就業継続支援、初期臨床研修医確保対策などを推進する。 

（２）看護職員 
 看護職員の県内定着が促進され、人材不足が解消されるとともに、看護職員の資質が向上することで、安心安全で質の高い看護サービスが提供できる。 
  ⇒ 県内定着の促進のための取組みや離職防止対策などを推進する。 
  ⇒ 看護師等学校・養成所などにおける看護教育環境の質の向上や入院時から在宅への移行を見据えた看護サービスが提供できる人材の育成など、看護職員の 
    資質の向上に向けた対策を推進する。 

指標 
計画 

策定時 
H28実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H29目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

県内の看護学校養成所卒業者の県内定着率 
52.7％ 

（H24年度） 
56.0％ 

(H27年度末) 
58.0% 

(H29年度) 
単年 

継続 
H28年度末の数値はH29夏以降把握 

看護職員の離職率 
8.9％ 

（H23年度） 
9.1％ 

(H27年度末) 
7.9% 

(H29年度） 
単年 

継続 
H28年度末の数値はH29.10月把握 

看護職員の県内再就業者数 
352人 

（H23年度） 
384人 

(H28年度末) 
530人 

(H29年度) 
単年 継続 

訪問看護師（常勤換算） 
454人 

（H22年） 
591.8人 

(H26.12.31) 
630人 

（H29年度） 
単年 

継続 
H28.12.31の数値はH29.9月把握 

３ 平成28年度熊本県計画（医療分）目標達成状況及び平成29年度目標値（案）について ② 
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指標 
計画 

策定時 
H28実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H29目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

医療法改正を契機として、勤務環境改善の
取組みを検討する医療関係団体数 

0団体 
(H26年度) 

2団体 
(H28年度末) 

5団体 
(H29年度) 

累計 継続 

 （３）勤務環境改善 
  医療従事者の勤務環境が改善することで、医師・看護職員等の確保や医療安全の確保が図られ、患者の安全と健康が守られる。 
   ⇒ 医師、看護職員をはじめとした医療従事者の勤務環境改善を進める。 

指標 
計画 

策定時 
H28実績値  

指標の動向 
（策定時との比較） 

目標値 
（目標年度） 

種類 
達成 
状況 

H29目標値（案） 
上段：指標、下段：目標値（目標年度） 

がん連携登録歯科医師数 
179人 

（H24.12） 
489人 

(H28年度末) 

500人 
(H29年度) 

累計 継続 

県内における薬局に占める薬剤訪問指導

を実施している薬局の割合【再掲】 

7％ 
（H23） 

29.0％ 
(H28年度末) 

20％ 
(H29年度) 

単年 目標値を30%(H29年度末)へ修正 

 （４）職種間の連携 
  各分野の職種が機能的に連携することで、高度急性期から在宅における療養まで、患者の状態に応じた適切なサービスが提供できる。 
   ⇒ 医科、歯科、薬科、看護、介護などの各分野で、連携を図る人材育成を進める。 

※平成28・29年度個別事業の目標達成状況等については、資料３・別紙参照 

３ 平成28年度熊本県計画（医療分）目標達成状況及び平成29年度目標値（案）について ③ 
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４ 平成29年度基金事業（医療分）に係る国への要望状況について ① 
地域医療介護総合確保基金の 
平成29年度予算案について 
（平成28年12月26日付け厚生労働省事務連絡） 
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 配分方針（※）のポイント 
 
  ・ 基金総額（医療分）の5/9（約55.5%）を事業区分１（地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の 
    整備に関する事業）に充てることを明記 
  ・ 標準事業例（54事業）及び標準単価が設定され、平成29年度以降は原則として「標準事業例」及び「標準単価」に 
    基づき事業を計上するよう明記 
    （標準事業例、標準単価に基づかない事業は、厚生労働省と協議のうえ、基金の充当を可能とする） 
   
※平成29年度地域医療介護総合確保基金（医療分）の配分方針等及び調査票等の作成について（平成29年1月27日付け厚生労働省医政局地域医療計画課事務連絡） 

１ 国への要望額等 

 配分方針を踏まえた本県の対応 
 

  ・ 4/17に実施された国ヒアリングにおいて、事業区分１以外の事業の必要性を国に説明。なお、本県の要望事業は 
    全て標準事業例に該当していると整理。 
  ・ 個別事業について、国からは基金本来の目的に合致した事業かを今後確認する旨説明あり 

事業区分 

 1：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関 
   する事業（医療分） 
 2：居宅等における医療の提供に関する事業（医療分） 
 4：医療従事者の確保に関する事業（医療分）  

２ 国の配分方針及び本県の対応 

今後、国からの内示額を踏まえ、平成29年度県計画を策定 

４ 平成29年度基金事業（医療分）に係る国への要望状況について ② 

（単位：千円、括弧内は事業数）

1 814,211 (5) 39.2%

2 165,652 (13) 8.0%

4 1,097,301 (41) 52.8%

計 2,077,164 (59) 100.0%

医療

事業区分
H29年度基金事業

国への要望額
総額に占める
各区分の割合
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１ 趣旨 

 平成30年度基金事業（医療分）の計上に向け、熊本県地域医療構想の達成を推進するために必要な事業の提案を広く募集
するもの（平成26年度以降、毎年実施） 
 
２ 募集期間 
 平成29年７月１日～７月31日 
 
３ 対象事業区分 
 １ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
 ２ 居宅等における医療の提供に関する事業 
 ４ 医療従事者の確保に関する事業 
 
４ 募集方法 
 市町村、各関係団体へ募集文書を送付する他、県ホームページへも掲載 
 
５ 事業化に当たっての考え方（案） 
 （１）県財政及び国予算の状況を勘案し、基金事業費の総額は平成29年度当初予算額を上限とし、新規提案事業に  
   ついてもこの枠内で事業化を検討 
 （２）事業区分１に優先配分する国の方針を受け、事業区分１の提案事業を優先して事業化を検討 
 （３）地域医療構想の達成を推進するための課題が明示され、当該課題と提案事業内容との間に整合性がある 
   事業について事業化を検討 
 （４）標準事業例に該当し、標準単価に基づき事業費を計上された事業について事業化を検討 
 （５）事業の達成状況や有効性を確認し、次年度以降の事業見直しに繋げる観点から、事業の実施目標及び成果 
   目標が数値化された事業について事業化を検討 
 （６）県全域へ効果が波及される事業だけでなく、対象区域を限定した事業についても提案の対象 
 （７）診療報酬、介護報酬及び他の補助金等で措置されている事業は提案の対象外 
 
６ 提案スキーム及びスケジュール 
 次ページ以降参照 
 

５ 平成30年度地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について① 
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県医療政策課（※１） 

県医師会、県歯科医師会、 
県薬剤師会、県看護協会 

郡市団体 

その他団体（大学等） 

個別医療機関等 
（文書送付は実施せず） 

事業提案の際は必要に応じて協議を実施 

※１ 提案とりまとめ後、県医療政策課は事業担当課等と共同でヒアリング等を実施し、予算要求の是非を決定する。 
※２ 市町村は事業提案の際、実施主体（市町村又は県）を記入する。また基金を活用した事業を市町村において実施する場合は、県への事業提案及び県の予算措置終了 
   後、市町村計画（案）を作成し、県へ提出するものとする。 
※３ 個別医療機関等が提案する場合は、原則として、所属する郡市レベルの関係団体（郡市レベルの関係団体を有しない場合は、県レベルの関係団体）を経由することと 
   する。所属する関係団体においては、当該提案が地域の課題解決に資する内容になっているか等について確認し、提案する。 

市町村（※２） 

：募集 ① 

：地域の課題解決に資する事業を提案 ② 

文書 
送付 

県事業担当課 

県調整会議 

（※３） 

（H30年度予算成立後）事業採択・非採択通知 ③ 

５ 平成30年度地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について② 

〇事業提案募集スキーム 

（１）提案事業取りまとめ後、事業化検討を依頼 

（２）提案者へ共同でヒアリングを実施。ヒアリングを踏まえ県事業担当課で事業化
の可否を検討した後、県医療政策課で基金の趣旨に合致した事業であるか最終的
な判断を行う。 

地域調整会議（各保健所において開催） 

第2回県調整会議（H30.2月予定） 
でH30年度基金県計画（案）につい
て意見聴取 

（１）第2回地域調整会議（H29.10月予定）で新規提案事業一覧について意見聴取 
（２）第3回地域調整会議（H30.3月予定）でH30年度基金県計画（案）について意見聴取 
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H29年度 

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 

県医療政策課 

県事業担当課 

提案者 

県地域医療 

構想調整会議 

各構想区域 

地域医療構想調整
会議 

第
１
回 

２月 

第
２
回 

7月 

第
１
回 

第
２
回 

10月 

第
３
回 

３月 

・H30新規事業提案募集方針説明 

・H30新規事業提案方針説明 ・H30新規提案事業 

 一覧の報告 

・H30基金県計画（案）
意見聴取 

事業提案 

 
事業募集 

 

7/1 

7/31 

 
 

提案者 
ヒア 

+ 
予算 
要求 
判断 

 
 

6/30 

9/30 

・H30基金県計画（案）
意見聴取 

新規事業採択結
果通知 

議決後 

H30当初予算議
会提案 

2月 
 

提案 
取りまとめ 

 

8月上旬 

５ 平成30年度地域医療介護総合確保基金（医療分）新規事業提案募集について③ 
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